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１ ．はじめに

教職大学院には、高度な専門性を持った職業人
の養成が期待されており、その主要な方法として
専修学校などでおこなわれる職業に直結した技能
教育ではなく、事例研究、授業観察・分析、フィー
ルドワーク等を積極的に導入した指導方法による
理論と実践の融合が重視されている。教員の実
践、教育現場での仕事は、同じことが繰り返され
るルーチンワークとはならないが、教員に必要と
される知識や技能は、社会の変化にともなって
徐々に陳腐化すると考えられている。教員にとっ
て対象とする児童生徒は 1人として同じではない
ため、様々な変化に対応する能力が求められ、そ
れが熟練を意味する。徒弟制度の中の職人は、師
匠の技を盗むことによって技能が高められていっ

た。一定の条件や環境下の作業において特定の技
術を習得することを目指すのであれば、時間をか
けることによって手先が洗練されていくことが可
能である。しかし、社会の変化にともなって生じ
る未知の問題の対処には、既に得られた知識や解
決方法がそのまま役に立つとは限らない。教員の
専門性は、自らの経験の蓄積があれば自動的に高
まっていくものではない。教員においても日々の
活動や経験を振り返り、その中から新たなものを
見いだして学び続けることが不可欠とされるよう
になってきている。
教職大学院は、教育上の諸問題の解決を導く理
論を授け、実践を改善するための研究がおこなわ
れる機関である。学校教育法第九十九条では、「学
術の理論及び応用を教授研究」することが大学院

要　約

専門性の高い教員を養成する教職大学院では、既存の修士課程とは異なる教師教育として実践研究がお
こなわれる。その性質や対象、方法について検討した結果、実践という言葉には研究と同様の手続きがあり、
実践そのものが研究であると考えられた。実践研究では、科学や技術の方法論が用いられ、新しい事実を
見いだすためだけでなく、技術開発も含み、応用抹消的である。実践研究における実践は、研究者、対象
（現場・概念）、方法などを示している。実践研究において設定されるテーマは、実践を焦点化し、学校
における実習から学ぶ力を高めることが示唆され、現場に還元されると同時に、職能成長の手段として実
践力を育成することが明らかになった。
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及び専門職大学院の目的として謳われている。理
論とその応用を研究することによって、「高度の
専門性が求められる職業を担うための深い学識及
び卓越した能力」の育成が期待されているのであ
る。
教職大学院において理論が重視されるのは、理
論が実践をおこなう上で役立つからに他ならな
い。理論は実践において知識の体系として機能す
る。すなわち、目的を達成するための原因と結果
を説明する知識が理論なのであり、欲する結果を
導くには、理論を学ぶことによって知識を得るこ
とが有用なのである。國分（1980）によれば、理
論は、事実に共通する原理・原則を概念として整
理することによって形成されるといわれている。
目に見える現象の背後にある目に見えない傾向を
明らかにすることによって理論がつくられている
のである。理論には、①結果の予測、②事実の説
明・解釈のてがかり、③現象の整理、④仮説の生
成という 4つの機能がある。理論が蓄積されるこ
とによって、実践における試行錯誤を最小限に抑
えることが可能になる。つまり、既に明らかにさ
れている知見を活かすことによって、時間を浪費
することなく新たな問題の解決に取り組むことが
できるようになり、個人の成長や集団の発展を可
能にするのである。
高度専門職業人を養成するために設置された教
職大学院では、修了の要件に修士論文が必須とさ
れているわけではない。職能として求められる研
究能力を高めることが専門職大学院の目標であ
り、その研究は、抽象的な概念の解明や真理の探
究よりも教育現場で起こる諸問題の具体的解決を
図ることが中心となる。一方で研究は、研究機関
だけでおこなわれるものではない。生活上のおこ
ないであっても生産性を高めるためには、やり方
は常に変わってゆくことになる。おこないをよく
しようとする行為、つまり改善は、現状を観察し
て新たな方法を試行し、結果を確かめるという科
学で用いられる研究と同様の手続きがとられるこ
とになる。企業では改善を研究と捉えて、その姿
勢を行動指針として明文化し、価値づけて共有し

ていることも見受けられる（トヨタ，2001；パナ
ソニック，2008）。このように、仕事における改善
という行為が研究そのものであり、職能を高める
という目的を達成するためであっても、研究能力
は必要とされる資質・能力とされている。
教育公務員特例法第十九条では、「教育公務員
は、職責を遂行するために研究と修養に努めなけ
ればならない」とあり、教員であれば研究によっ
て授業や業務を改善していくのは責務とされてい
る。教員の仕事としての教材研究や研究授業など
に用語に使われている「研究」は、実践の改善を
目指しておこなわれるものである。教員の研究
は、教育現場における改善のサイクルに適用可能
であることが重要であり、原則となる。より多く
の汎用性があるものが基礎研究といわれるが、合
志（1998）によれば、必ずしも基礎研究から応用
研究が導かれるわけではない。応用研究とは、問
題の解明や解決のためにおこなわれるが、実践研
究はその適用される範囲が限定的なものというこ
とになろう。したがって、教育や学校という特定
の分野や領域に限定しておこなわれる応用研究が
教職大学院の実践的研究ということになる。研究
対象を限定することが実践研究の質を向上させる
が、導き出された結論はその範囲や対象を正確に
記述することが重要である。実践研究の蓄積が基
礎研究へとつながり、汎用性のある成果につな
がっていくからである。
しかしながら、新たな制度である教職大学院の
研究が、従来の修士課程とどのような違いがある
のかは、十分に理解されているわけではない。教
職大学院は、教科専門の知識や理論を学ぶだけで
は、教師の職能成長に十分な成果を残すことがで
きなかったという従来の修士課程の反省から設立
されている。専門性の高い教員を養成するために
は、教職大学院の教員と教職大学院生の双方が既
存の修士課程との違いを理解し、明確な方針や理
念を持って従来とは異なる教師教育がおこなわれ
ることが必要とされるのである。教職大学院の研
究が学校教育の改善にも還元される実践研究であ
ることから考えれば、研究者教員の役割は、教職
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大学院生が教員としての実践において必要となる
研究をおこなう資質・能力を育成することにある。
同様に実務家教員も教職大学院生の研究に積極的
に参画し、教育実践における問題解決に協働する
ことによって、教員の専門性につながる教職大学
院生の研究能力を相互に伸張することが教職大学
院の機能を高めることになる。
そこで本稿では、教職大学院の高度な専門性を
身に付けるために必要な実践的研究とは何かを明
らかにして、教職大学院の研究指導に必要な知見
を見いだすことを目的とする。

２ ．研究とは何か

教職大学院では、現状に対して適切に問題を設
定し、解決策を見出すことのできる教員を育てる
ことに力点が置かれる。横須賀（2008）が指摘す
るように、既に明らかにされた「ノウハウ継承」
が優先されるのではなく、新たな知見を見いだそ
うとする教員の育成が目指されるのである。教職
大学院は、既存の修士課程とは異なり、専門職大
学院としての特徴を持つが、研究をおこなわない
ということではない。研究という用語の意味や定
義に関しては、いくつかの見解が示されているが、
2014年 8 月の「研究活動における不正行為への対
応等に関するガイドライン（文部科学大臣決定）」
では、「研究活動とは、先人達が行った研究の諸
業績を踏まえた上で、観察や実験等によって知り
得た事実やデータを素材としつつ、自分自身の省
察・発想・アイディア等に基づく新たな知見を創
造し、知の体系を構築していく行為である。」と
されている。研究とは、まだわかっていないこと
や知られていないことを明らかにしていく行為で
あり、生産的な営みにとって不可欠の行為である。
教職大学院は、大学の目的を鑑みれば、新たな知
見を探究する場である。すでにわかっていること
を授ける教育だけではなく、研究によって新たな
知を探求されなければならない。それは、受動的
ではなく、能動的に求めていくことであり、主体
的・対話的に深く学ぶことである。
勉強と研究の違いは、一般的には対象が既知で

あるか未知であるかの違いにあると説明される。
小学校から高校では、既に明らかにされてきた「わ
かったこと」を教わる勉強が中心であるが、大学
では、「まだわかっていないこと」に対して自分
で問いを立て、自分で答えを探す研究が中心とな
る。船曳（1998）によれば、大学は、「学校」で
はないといわれている。大学は、学び方を学ぶと
ころであり、保育園のように行動の自由が保障さ
れた場所だからである。歴史的経緯からみれば、
中世の大学創立の後に近代の学校が成立してお
り、それぞれ異なる目的で社会に制度化されてき
ている（村上，1994）。近代の学校では、よき市民
になるために勉強することが中心になるが、大学
は、リベラルアーツといわれる教養を身に付ける
ことが目的であって、人間を束縛から解放するた
めの学びの場が大学の起源とされている。大学で
は自分で問いを立て、答えを導き出す研究が教育
としても重要視されるのはこのためである。現代
の大学は、職業を保障する資格や免許を取得する
ため、もしくはその技能を獲得するための役割を
持っていることも事実ではあるが、決して職業教
育をおこなう機関ではない。現代社会の問題は、
複雑な要素が絡み合い、 1つの視点で解答を導く
ことは不可能である。複数の視点から多面的に考
えるために必要とされるのが教養であり、教養に
よって学問を横断し、複数の分野・領域の知見を
利用して最適解を得ることができる。ゆえに大学
は、まだ解明されていないことを明らかにする研
究を中心に、問題解決を図る能力を育成すること
が目的とされるのである。
研究は、自分が知らないことに対して、既にあ
る答えを調べるものではなく、与えられた問題を
解くということでもない。なぜなら現代社会にお
ける問題は、答えがあるとは限らないからである。
社会では、問題を設定し、自ら答えを導き出すこ
とが必要とされる場面に度々出会うことになる。
研究は、そのような実社会の課題を解決する方法
であり、それを学ぶ方法なのである。市川（2000）
によれば、学校の勉強における問題と社会の問題
は、解法が異なるといわれている。学校の勉強
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は、良設定問題といわれ、初期状態や可能な操作、
目標状態が決まっている。それに対して、社会の
問題は、不良設定問題である。初期状態や可能な
操作だけではなく、最終目標とそのために有効な
手段もはっきりしないあいまいな問題であること
が多い。学校の勉強における問題の多くは、問い
を立てる必要がなく、解法や解答も明らかになっ
ている。ところが、社会の問題は、問いが定式化
されておらず、答えそのものだけでなく、解決の
方法すら見いだせるかどうかもわからないのであ
る。
認知心理学では、人間が問題解決を図るときの
頭の中の手続きについて、問題スキーマといわれ
る知識が使われて処理されると考えられている
（市川，1997）。ところが、与えられたスキーマ
を使うだけでは、未知の問題に対してスキーマを
作り出すことができるようにはならない。既にあ
る答えを知るという行為だけでは、新たな答えを
作り出す効果的な訓練にはならないのである。自
ら問いを立てて、解決する研究という技法やその
経験が重要であることが明らかにされつつある。
近年の教育に導入されている問題解決学習（PBL：
Problem Based Learning）は、問いを立てるという
過程を通じて未知の問題に対する解決方法を学ば
せているともいえよう。経験から教訓を引き出す
というサイクルを繰り返すによって、答えがわ
かってない、もしくはひとつではない問題への対
応ができるようになっていく。そして、一般的な
問題に対してのスキーマも次第に形成されるよう
になるのである（市川，2013）。研究とは問題解決
学習であり、研究をおこなう教育的な意義は、未
知の問題への対処を経験することによるスキーマ
の形成と考えることができる。学卒の教職大学院
生（以下、ストレートマスター）にとって研究能
力を高めることは、納得解や最適解を導く態度や
技法の育成にもつながっている。
研究は、新しい事実を見いだすためにおこなわ

れることが特徴である。ここでいう新しさとは、
船曳（1994）によれば、①新しい現象や事実の「発
見」の報告、②ある現象や事実についての新しい

解釈や説明理論の「発明」による新たな理解の提
示、③新旧のさまざまな現象や事実、さまざまな
解釈や説明理論を「総合・関連」させることによ
る新たな理解の提示、④「発見」、「発明」、「総
合・関連」についての「批判・再解釈」などであ
る。これらの研究成果は、個人の興味や好奇心で
はなく、人の幸せに貢献してはじめて意味をなす
ので、社会に役立つという方向性が重要である。
わかっていないことを明らかにするという目的が
あれば、何でもよいわけではない。問いは、個人
的な興味に基づく独りよがりなものではなく、社
会にとって有益であることが大切になる。それゆ
え明らかになった研究の成果は広く共有されなけ
ればならない。個人的な満足を得るためではなく、
社会をよくするためにおこなわれた成果であるか
らこそ、共有する価値を持つのである。
研究では、答えを得ることと同じぐらい問いを
立てることが重要な意味を持つ。研究は、先行研
究を調査することによって、これまでに何がわ
かって何がわかっていないのかを明らかにするこ
とから始まる。答えが既に存在するということ
は、その問題が既に与えられているものであるこ
とを意味する。しかし、社会で直面する問題は、
与えられるものではなく、先にも述べたように何
を問題とすべきかもわからないところから出発す
る。自ら問いを立て、その答えを積み上げること
の繰り返しによって少しずつ解決していくもので
ある。このような繰り返しを実践ととらえてもよ
い。答えが見つからない原因が、問いの立て方の
不適切さにあるとすれば、問いを変えることに
よって答えを導くことが可能になる場合もある。
したがって、研究においては、問題が可能な限り
整理され、シンプルに問うことが重要であり、そ
のための充分な議論がなされなければならない。
問いがあまりにも大きすぎるものであったり、方
法が確立されていないものであったりすれば、研
究は容易ではなくなり、短期間には成立しない。
漠然とした問題意識を分けることが分かりやすさ
につながるのである。問題点は、構造化されて適
切な問いを立てられるようにすることが重要であ
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り、その過程に多くの時間が割かれる必要があ
る。そうして自ら適切な問いを立てることができ
てはじめて、対象が限定され、適切な方法が選択
されて論証がなされ、結論となる答えが主張され
るのである。研究ではテーマを絞り、問いを単純
にするほどに精度が高まるといわれている（エコ，
1991）。
研究によって明らかにされてわかったことは、
知見と呼ばれる。研究は、わからないことを明ら
かにする協働的行為であり、研究によって新たに
見いだされた知見はできる限り公開されなければ
ならない。その研究の成果を多くの人に伝える手
続きが論文の作成ということになる。学術的な知
見は、論文によって全世界に公開され、共有され
ることが望ましく、教職大学院であっても同様で
ある。本学においても教育学研究科研究年報に
よって新たな知見が公開されることになってい
る。論文としての体裁に厳密に従う必要はないも
のの、知見を共有するという目的を達成するため
には、研究の成果は可能な限り投稿され、公開さ
れるべきである。小林（1994）によれば、論文で
重要なのは普遍性であって、主観に左右されない
ように誰にとってもそうであるように書くことが
重要であり、この趣旨に沿って研究の成果がまと
められることが期待される。
本学において修了に際して求められる教育実践
研究報告書は、実践研究の報告書である。研究を
形にするという目的にそって作成される文という
点では、論文ということになろう。しかし、教育
実践研究報告書は、枚数の制限がなく、様式が比
較的自由であり、公刊されるものではないという
ことからは、一般的な論文ではない。公刊されな
いという点において同様な特徴を持つものが学部
で作成される卒業論文である。これが枚数の規定
のない一定の論文形式を備えた研究の報告書だと
すれば、修士論文は、それらに加えて先行研究で
得られる知見よりも新たな視点を持ち、複数の方
法によって構造的に論証がなされた妥当性や信頼
性が高められた研究の報告書となろう。これらか
ら考えれば、教育実践研究報告書とは、参考文献

や先行研究の検討を経て新たな問題が適切に設定
され、現象から見いだした法則性を理論としてま
とめたものとなる。学術という観点に立てば、原
理の発見だけでなく、応用的な技術の発明も含ま
れる。つまり、教育実践研究報告書とは、原理や
現象の解明を踏まえ、解決策としてのシステムや
具体物の開発とそのプロセスを記述したものも含
まれる。対象を限定したとしても、未知の姿を浮
き彫りにするための新しい視点から研究や開発の
成果が記述されることになる。

○大学では研究がおこなわれ、問題解決能力の育
成に寄与する。
○研究とは、まだ判明していないことを明らかに
して、新たな知見を得ることである。
○研究では、自ら問いを立て、根拠のある適切な
主張がなされる。
○研究の問いは、先行する研究の知見から導かれ
る。

３ ．科学と技術

研究で見いだされた新たな知見は、繰り返し起
こることであって、しかも容易に使えることでな
ければ価値が認められない。繰り返し起こること
がわかれば、未来を予測して悪い結果を回避し、
よい方向に変えることが可能になる。ゆえに研究
では、再現性があるものを取り扱う科学の手法が
用いられることになる。中谷（1985）によれば、「科
学というものは、あることをいう場合に、それが
ほんとうか、ほんとうでないかということをいう」
ものとされる。ほんとうとは、「いろいろな人が
同じことを調べてみて、それがいつでも同じ結果
になる」ことである。また、濱田（2011）によれ
ば、「科学とは自然現象あるいは社会現象の中に
一定の規則性を見出し、その原因を探り出し、法
則としてまとめること」とされている。法則は、
現象を一般化しただけでは不十分であり、事実と
は反する状況も含めて一般化できるものでなけれ
ばならない。科学的な見方とは、目の前で起こる
現象を原因と結果で考え、根拠や理由を探ること
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によって法則性を見いだすことになろう。
科学では、現象を理論で説明する。戸田山（2011）
によれば、「科学が扱っているのは全て理論」で
あり、「科学の目的は、理論をほんの少しでもよ
りよいものにしていくこと」とされている。理論
とは、現象を抽象化、モデル化したものである。
理論は、法則がまとめられることによってつくら
れ、法則は、仮説が確かめられてつくられている。
そこでなされている科学的説明とは、①原因（因
果関係）を突き止めること、②一般的・普遍的な
仮説、理論から、特殊な仮説、理論を導くこと、
③正体（メカニズム）を突き止めること（戸田山，
2011）である。換言すれば、再現性のある現象に
対して因果関係や特殊な仮説、理論、正体・発生
のメカニズムなどを説明することが科学的という
ことになる。
ただし、科学的であるということは、繰り返し
になるが間違いがないということではない。科学
には限界があり、万能なものではないからである。
哲学者ポパー（1971）は、科学とそうでないもの
を反証可能性の有無によって区別している。どん
な手段を用いても間違いを証明できないものは科
学ではないと考えられている。科学は不完全であ
るものだからこそ、議論によって確からしさを高
めていくものなのである。科学は、新しく見いだ
されたことを正しいと主張する。この正しさを議
論するために、新しい理論、法則や仮説に対して、
証拠をもとに推論し、結論を導くという論理的な
構造を備えることが必要になる。このとき用いら
れるのが演繹と帰納という方法である。演繹は、
仮定から結論を導き、仮定が真であれば結論も真
となる。それに対して、帰納は、事例から結論を
蓋然的に推論する。演繹とは異なり、帰納では結
論が真であるとは限らない。ゆえに正しさを導く
ための推論では、演繹と帰納が組み合わされて使
用される。
科学は、主に自然現象を対象として発展してき
たが、人間や社会現象も科学の対象である。自然
科学以外の学問には、人間を対象とした心理学や
教育学などの人文科学、社会を対象とした経済学

や法学などの社会科学がある。科学で扱うものに
は、再現性があって予測できることが大切なのは
先に述べたとおりであるが、人間の行動や心理
は、客観性を保って説明することが困難なものも
多い。人間の集まりである社会の現象は、要素が
複雑に関連しているので、単純に分析することは
できない。人文科学や社会科学における因果関係
は、原因が複雑に絡み合っていることが多く、そ
の証明は非常に困難である。伊藤（2017）によれ
ば、因果関係を立証することが難しいのは、①他
の要因の影響、②逆の因果関係の可能性を判定で
きないからである。何らかの介入に対して、それ
をおこなわなかった時の結果を観測することや比
較することはできない。相関関係を安易に因果関
係と捉えることが誤りであるという理解が大切に
なる。したがって、人文科学や社会科学、特に教
育の研究の際には、科学の限界を知って適切な主
張がなされる必要がある。確からしさとは、間違
いがないという主張ではなく、間違いが起こる確
率が低いことを計算したに過ぎないからである。
わが国では科学技術注1）という用語が使用され
るが、村上（1994）によれば、諸外国では科学と
技術は、異なる概念で捉えられて発展してきた。
技術は、大学ではなく職人の中で伝統的に受け継
がれてきたからである。しかし、近代から現代に
なって、大学という組織に技術や工学が組み込ま
れ、それ以降、工科大学や工学部などの機関によっ
て技術あるいは工学が研究されるようになった。
これらの近代的な機関が創設されてようやく大学
も技術者養成のひとつとなったのであり、技術の
伝承や技術者の養成の歴史は決して古いものでは
ない。
科学注2）は、事象を明らかにする試みであるの

に対して、工学は、存在しない状態から人間が有
用とするものの実現を追及することだといわれて
いる（Fung，1965）。尾身（1996）によれば、「科
学」とは、一般に、事がらの間に客観的なきまり
や原理を発見し、それらを体系化し、説明するこ
とであり、「技術」とは、理論を実際に適用する
手段とされている。科学では、自然現象がなぜ起
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こるのかという視点から原因を突き止め、新たな
発見を目指しておこなわれる。一方で工学は、技
術者によって科学が見いだした理論や法則を応用
して、自然に存在しないシステムや装置を発明し
て技術を開発し、人間の幸福の実現を目指してい
る。技術や工学の目的は、社会に有用なものやシ
ステムをどのようにして実現するかにある。工学
は、目指す成果を実現する合目的的な行為という
点では科学とは異なっている。しかし、現状を観
察し、見いだされた問題に対して仮説を設定し、
仮説を確かめることによって成果を導くという方
法は共通しているのである。工学的手法では、科
学的手法に加えて、過去の事例から確からしいと
される経験則も組み合わせて使用される。
教職大学院でおこなわれる研究は、教育の科学
と工学の両面の性質を持ち、現象の追究や解明だ
けでなく、現場で必要とされる技術や製品の開発
も含まれる。研究の目的が科学的な発見であるの
か、工学的な発明であるのかを明確にして研究を
デザインすることは、教育における実践研究の成
果を確実にするために重要となる。

○科学は、ほんとうであることを再現性によって
示す。
○科学的とは間違いがないことではなく、議論の
余地を残すことである。
○人文科学や社会科学では、因果関係の解明が困
難であることが多い。
○自然や人間を対象として、現象の発見を目指す
のが科学である。
○人間が幸福になるために必要な自然にはないも
のを発明するのが工学である .

４ ．教員の実践と成長

実践と成長の関係は、成長したから実践がなさ
れるのではない。実践によって成長が促されると
考えられ、実践する力を身に付けることが職能成
長を保障することになる。教育の仕事は、ルーチ
ンワークにはならず、教師が学び続ける存在であ
るという理解がなされて、はじめて実践がなされ

ていく。実践とは、理論や徳目、倫理的に望まし
いものなどを自らが実際におこなうことを意味す
る。実行は、理論や倫理的に望ましいことには用
いられない。また、実施は、あらかじめ計画され
たことをおこなうことに用いられる。これらの言
葉と実践の差異を考えれば、実践は、遠い目標で
ある理想へ向かうおこないを意味している。理想
とする状態は、容易に接近できるものではない。
理想と現実のギャップを測定や評価し、修正が繰
り返されることによって、理想の状態に少しずつ
近づいていくことができるのである。実践とはそ
のような繰り返しおこなわれる取り組みを指すも
のであり、課題を見つけ修正するという循環であ
る。このような意味における実践、すなわち絶え
間ない改善のサイクルは、理論と対立する概念で
はない。
教員の専門性は、ショーン（2001）の提唱する
反省的実践家という概念によって大きく変化し、
現在では新しい専門職としてとらえられている。
その新しく見いだされた専門性は、技術的熟練と
は異なり、経験だけで蓄積されるものではないこ
とが明らかにされてきた。教員は、状況の変化に
応じて様々な意思決定をおこなう。そのおこない
を省察し、学び続ける存在であることが求められ
るようになったのである。教員の仕事は、日々変
化していくものなので、同じことを繰り返してい
るだけでは習熟が保障されるとはいえない。状況
やその変化に適応していくことが求められ、その
ような変化に適応するおこないが実践となる。し
たがって、教員の実践とは、例えば授業で考える
と、一度の授業をおこなうことではなく、授業改
善の営みができることを意味する。授業における
教員の実践力とは、児童生徒にあわせた授業構想
をおこなうことができ、かつ授業で起こる様々な
出来事に対処し、その実践を省察する機会を設定
できる力である。
授業や教育活動をよりよくしていくためには、
自省するだけでは十分ではないため、他者とお互
いに批判的検討ができるような文化や雰囲気の醸
成も重要と考えられる。人が学び、成長する場は、
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学校だけではない。レイヴ・ウェンガー（1993）
の状況的学習によって指摘されるように、集団へ
の所属や参加によっても学びは起こるのであり、
その集団においてどのような役割を果たそうとす
るかによって学ぶ姿勢も変化していくと考えられ
る。教員としての成長を個人の資質・能力に任せ
るのではなく、集団や組織として支えるためには、
所属する組織が向上を目指す集団でなければなら
ない。授業や実習を含む教育活動をやりっ放しに
せず、よりよいものになるように改善を図ってい
く姿勢と能力は、教員免許状が保障するもので
はないのである。それは、他の業種であっても同
じであり、学ぶ姿勢が所属集団や組織のリーダー
シップと雰囲気によって醸成されている。このこ
とを念頭に、教職大学院が学びつつける集団とし
て維持され、大学教員がその姿勢を持ち続けるこ
とも求められよう。
今日では、教育における実践の課題でも組織的
な解決が期待されるようになってきている。担任
をはじめとした教員個人の力量向上だけが必要と
されるわけではない。例えば、医療における検討
会（カンファレンス）では、複数の専門職がそれ
ぞれの見解を持ち寄って最適な方法を導き出すこ
とがおこなわれている。同様に教育においても多
様性を持ったチームが組織され、専門性を活かし
たチームによる教育と問題解決がなされることが
期待されている。教職大学院においても研究者教
員の専門性が活かされて最適解や納得解が導か
れ、問題が多面的に検討されることが実践力を高
める重要な経験となるのである。そのような視点
を持つために、授業が設定されることが重要な意
味を持つ。授業内容を理解して、教育現場におい
て自分ひとりで解決すればいいわけではない。専
門的見識を持つ専門家を招いて一緒に課題を解決
すればよい。授業はそのような出会いの場として
利用され、教員の専門性やネットワークを活用し
ていくことが実践力の向上に有効と考えられる。
即戦力として教職大学院が育成を目指す能力
は、自分の理念を実体化するスキルやその向上で
はない。むしろ、目の前にいる児童生徒に応じて

授業を適切に構成する力であり、自らの構想と児
童生徒の現実のギャップを埋めるために修正を繰
り返す力である。感性は、よいものに触れること
で拓かれていくものであり、教員としてのよい経
験に触れさせることが専門性を高める教育にな
る。児童生徒の状況を読み取る感性を磨くために
も、現場経験のある大学教員が授業や児童生徒へ
の視点を提示して解説し、ストレートマスターの
視野を広く、観点を豊富にすることが重要と考え
られる。教職大学院では、職業意識を高めること
につながる質の高い経験が準備されて、実践する
態度が醸成することが期待されているが、そのた
めには、学校現場と結びついた学びが展開されな
ければならない。教師の学び方である授業研究
（レッスンスタディ）を題材として、その経験に
よってやり方に習熟することが実践力を高めるこ
とにつながるのである。教師教育に限ったことで
はないが、人の成長には重要な他者が存在する。
教職大学院では実務家教員がメンターであり、実
践を理解する上でとりわけ重要な役割を果たして
いる。

○実践とは、理想の実現へ向けた絶えざる改善で
ある。
○成長したから実践できるのではなく、実践し点
検するから成長する。
○教員の専門性は、実践において螺旋型モデルで
向上し、多様な到達点がある。
○教職大学院の実務家教員は実践におけるメン
ターであり、成長を促進する重要な他者である。

５ ．実践力の育成

教育の基礎資格である教員免許が授業をおこな
う能力の最低限の保障だとすれば、教員免許を取
得した後に期待されるのは、日々の仕事を省察し、
次の取り組みを修正、改善しようとする能力であ
り、それが実践をおこなう力、実践力となる。授
業や教育活動ができなければ、実践は始まらない
ので、授業や教育活動を自分で計画し、実現する
能力を獲得させることは最低限必要とされる。無
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理のない計画の作成と実行力は身に付けなければ
ならないが、これらの能力保障は、学部段階にお
ける目標である。つまり、教職大学院では、実行
力ではなく、実践力を身に付けさせることが目標
となり、実践力を持つ教員が即戦力ということに
なろう。
実践力とは、授業や教育活動の遂行能力ではな
く、それらを改善する能力である。教職大学院の
目的は、実践の方法を獲得させ、独り立ちできる
教員を育成することである。この独り立ちとは、
授業や教育活動をひとりでおこなう力ではなく、
授業や教育活動を自らよくしようとして改善を図
ろうとすることができる力である。専修免許は、
教員としての能力が高いことを必ずしも保障する
ものではない。教員としての即戦力が実践力であ
るとすれば、それは免許や資格で保障されるので
はなく、現場において実践ができることで実際に
発揮されて意味をなすのであり、遂行した後の改
善に向かう修正する能力である。
実践力を身に付けさせるためには、自ら省察す
る機会を持とうとする能動的な態度の育成と効果
的に省察をおこなう方法の獲得が具体的な目標と
なる。実践力を身に付けるための最初の段階は、
免許取得や採用だけでは教師は成長せず、改善し
ようという意欲や熱意が重要であるという理解が
なされることである。つまり、教職大学院におい
て最初に求められるのは、何らかの水準の実行力
を身に付ける技能訓練ではなく、改善しようとす
る態度を形成する教育に他ならない。改善しよう
とする態度の形成は、到達すべき目標もしくは理
想とする状態の理解であると考えられる。その理
想と現実の自分の姿を比較し、メタ認知による自
己理解や自己評価ができてはじめて、その理想に
近づこうとすることができるからである。そして、
態度形成の後に必要とされることが効果的な省察
をおこなう能力であり、そのための具体的な方法
論である。教師が実践を振り返り、その改善を効
果的におこなうためには、適切なフィードバック
が不可欠であり、自ら振り返るだけではなく、他
者から得る機会を設けることが重要である。その

ためには、他者から意見を受け入れる「構え」を
つくり、客観的な視点で多様性を持って改善をは
かるために他者を誘う「まきこみ力」を持ち、実
際に授業研究（レッスンスタディ）などの省察の
機会をつくって調整する「企画力」を育成するこ
とが目標となる。このような省察の場が設定され
ることによって省察力が高められるのであるが、
省察の場や機会を自ら設定できるようになること
が最終的な目標となる。
態度形成の次の段階としては、効果的な省察の
方法論を獲得することが目指される。実践の経験
がないストレートマスターに対しては、実践の前
に期待される授業や教育活動の水準を示すことに
よって、その実践の振り返りを深める経験を積ま
せている。授業や教育活動で起こる予期せぬ出来
事の対処方法を獲得するためには、その原因や予
徴となる児童生徒の反応などを見取るために有益
な知識を事前に持っていることが重要である。そ
のような知識の獲得の場が適切に設定され、理想
的な授業や教育活動の構想へ向けてギャップを埋
めるための省察の機会が学校実習の最中にも準備
されなければならない。毎日と実習という 2つの
サイクルの中で理想の実現を目指すことが実践と
して機能する。教職大学院では、まとまった期間
が持てるからこそ、短期、中期のサイクルで、取
り組みを省察することができる。そこで見いださ
れた知識を再び試行し、その知識の確からしさが
検証されていくことによって、省察の効果を実感
させることが可能になっている。
教職大学院の学校における実習が教員免許取得
のための教育実習と異なるのは、実践力を高める
機会として改善のサイクルが機能するところにあ
る。教育実習では、省察や改善を踏まえて改めて
試行する機会を得る余裕がなく、実践と呼べるほ
どの改善のサイクルを保障するには制度上の困難
がある。それに対して教職大学院の学校における
実習では、在学期間が実習に充てられることに
よって、比較的長期の実践が可能になっている。
教職大学院の学校における実習は、単発的な現場
経験とは異なり、実践を経験させることに意味が
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ある。スーパーバイザーとしての大学教員が存在
することによる省察の質の高さと機会の多さが相
乗効果となって経験量を増大させている。その結
果、経験を経験学習、すなわち実践へ高めること
を可能にしている。実践の経験と省察の質と量が
教職大学院の強みとなって教師教育の質を保障し
ているのである。その点では、実習と科目「リフ
レクション」だけが実践の対象となるわけではな
い。実習中や直後の省察、その他の授業を含めた
全ての活動が実践のサイクルに組み込まれるよう
に教員がサポートすることが重要になる。教職大
学院の実習は、実践の一部なのである。
教員の専門性は、先にも述べたように経験の蓄
積によって簡単に到達できるものではなく、直線
的な成長モデルにはならない。教員の専門性の高
まりは、前進と後退を繰り返しながら連鎖的に形
成されるスパイラル構造であり、徐々に向上する
螺旋型モデルと考えられる。教員の成長モデルは、
多様性が認められるものであり、目標となる閾値
を具体的に設定することも困難である。同様の経
験を積んだとしても人の成長には差異が生じるこ
とはよく知られている。松尾（2011）によれば、
人が成長するには、経験から学ぶ力が必要といわ
れているが、そのためには、良い経験を積む機会
が与えられ、学ぶ力を養ってくれる組織に所属し
ていることが重要である。採用の後にそのまま現
場に配属された教員と教職大学院を修了した教員
を比べると、その違いが認められるようになって
きており、教職大学院がよい経験を提供し、学ぶ
力を養う組織となっていることの証左ととらえら
れよう。スーパーバイザーとなる教員と共に実践
する機会が教師の職能成長に重要な機会を提供し
ていると考えられ、教職大学院の学びは、実践力
を高める有効な教師教育の機会となっている。そ
の要因は、実習期間が複数設定されることによっ
て、振り返りによって見いだされたことが試行で
きる機会があり、実践を経験することにある。教
員の実践力を高めるには、自分の経験に基づくだ
けではなく、多くの知見を適用させて未知の問題
を対処していく経験が重要である。教職大学院で

取り組まれる実践研究において目標となるテーマ
が設定されるからこそ、様々な学校における実習
の経験が学ぶ機会として機能する。実践研究をお
こなうことは、学校における実習をよく考えられ
た実践に高めることにも寄与している。実践研究
は、教職大学院では、経験学習のサイクル、つま
り実践を学ぶための教育方法としての役割を持
ち、目的と手段の両方の意義を持つのである。

○実践力とは、遂行する力や技能ではなく、改善
しようとする態度やそのための技法である。
○かまえ、巻き込み力、企画力が重要な他者との
関係を生み、実践を可能にする。
○教職大学院における実習は、実践の一部として
機能する。
○実践研究のテーマ設定によって実践がよく考え
られた実践として機能する。

６ ．実践研究

教職大学院でおこなわれる実践研究には、いく
つかのとらえ方がある。日々の仕事においても、
建設的な営みの中では改善を目指す取り組みがお
こなわれている。それが実践と呼ばれ、研究と同
様な手続きが取り入れられている。実践と研究は
似た意味を持つので、そのいずれかのとらえ方
で、実践研究はいくつかに分類することが考えら
れる。実践研究には、「実践者による研究」とし
ての一面がある。実践者の考える研究の目的や方
向性をから考えれば、社会実装を目指す応用的研
究となろう。一般的に、研究は、基礎研究と応用
研究に分けられる。しかし、研究は、上田（1980）
によれば、基礎には抹消、応用には純正が対応し、
その多くは基礎研究ではなく、抹消研究に属する
といわれている。教育において考えれば、現場に
フィードバックできるものが応用研究であり、現
場にフィードバックが困難なものが純正研究とい
うことになる。教職大学院では、基礎か抹消かと
いうことよりも、学校を対象とした応用研究であ
ることが重要になる。教職大学院でおこなわれる
実践研究は、基礎ではなく、大学だけをフィール
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ドとしないので純正というよりも末梢、いわば限
定的である。換言すれば、実践研究は、対象が限
定的であるため、対象を広げて適用することが困
難なことが多い。つまり、実践研究は、応用的で
あるが、末梢的で適用範囲が狭い「応用抹消研究」
であると考えられる。
また、田中（1996）によれば、実践研究は、仕
事の現場を対象とした経験の蓄積、実践の評価や
改善を目的としておこなわれる研究といわれてい
る。この場合、実践研究とは、「実践がおこなわ
れている現場の研究」であり、「実践の研究」で
ある。マネジメントサイクルで示される PDCA

（PLAN-DO-CHEACK-ACTION）の実行が実践で
あり、研究と同様の手続きでおこなわれる授業の
改善は、実践研究そのものである。さらにいえば、
教育の場合は、Planよりも先にDoがあり、その
Doの結果を査定することが授業改善であり、実
践研究だとも考えられる。実践と実践研究の違い
を見いだすならば、大学という研究機関でおこな
われる実践研究には、成果が一般化されることが
期待されており、知見を公開していく手続きが重
要な意味をなすことになる。教職大学院に求めら
れる実践研究を具体的に考えれば、①授業等をは
じめとする子どもに関連するもの、②校務分掌等
の教師の仕事に関連するもの、③職能に特有な管
理や組織に関するもの（管理職や行政等）などが
対象となる。現在の教職大学院は、教科に関する
研究も扱われるようになったので、授業を例にあ
げれば、①実際の授業において主として教員や児
童生徒を対象として教え方や学び方に着目する授
業研究、②授業の計画段階において目標・内容や
教材・教具開発に着目して、その有効性の検証を
おこなう授業づくり研究などに分類され、それぞ
れ科学的、工学的なアプローチが取り入れられて
いる。
授業の技術は、佐藤（2009）によれば、「日常

的行為ではなく、創造的行為」であって、「技
（craft）」あるいは「技法（art）」だといわれてい
る。また、國分（1980）は、実践活動は、アート
であるかもしれないが、無数のアートを整理し、

一般化したものは「学問（サイエンス）」である
としている。たとえ教員の実践が独自性の強く働
くアート（技法）だとしても、それらを一般化す
ることは科学的な行為と考えられる。実際の教育
では、有益と考えられる様々な要素が取り入れら
れ、それら多くの変数が相互に影響して成果が生
じることになる。職人の世界では、マニュアルな
どがなくても高い完成度を誇る製品が生産され
る。教員においても、多様な手法によって授業を
上手くまとめることができるのは、アートの世界
であろう。しかし、その主要な原因が何であるの
かが解明されないままでは、次の実践に取り入れ
ることはできなくなる。結果に対して、何が要因
として有効であったのかを独立させて検証し、意
味付ける活動があって、その先へ進む実践、改善
が生まれるのである。例えば、料理において様々
な調味料を適当に入れた結果として美味しいもの
ができたとすれば、その料理方法を再現できるか
はわからない。効果に対して加えるものやその量
が測られて、何をどれくらいかが明らかになるこ
とによって、再現性が高まるのである。研究にお
いても介入するものが何か、その成果はどうなる
のかはできる限り単純に説明されなければならな
い。実践研究とはこのような漠然とした技法を明
確にして、技を伝承する手続きでもある。
実践が自ら理想に近づこうとする行為であれ
ば、実践研究は、「自ら実践（介入）する研究」
としてとらえられる。このとらえ方の中では、観
察という方法を用いる研究は、実践的にはならな
い。授業研究は、授業という実践の良し悪しを評
価し、因果関係を明らかにするためにおこなわれ
る。おこなったこと（説明変数）と結果（目的変
数）を測定して明確にし、実践や介入の時機、内
容や頻度を明らかにして有効性を検証することに
なる。調査によるデータの収集や技術やシステム
の開発、提言だけでは、実践研究にはならない。
これらの実践研究は、教育現場でおこなわれる児
童生徒や教員を扱う研究という点では臨床的な研
究になるので、倫理的な配慮も求められる。研究
は、人権の保護はいうまでもなく、社会的な便益
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が予測されるためにおこなわれるのであって、そ
うでないものは倫理的には許されない。
実践研究における理論の扱いは、科学の分類と
対象の違いで説明される。平成21年の「人文学及
び社会科学の振興について（報告）案」では、社
会科学は、自然言語で記述され、解釈を通じた意
味づけをなし、対象には再現可能性がないととら
えられる。自然科学の目的は、真理の追究であっ
て、現象を説明する理論の解明であるのに対して、
社会科学に分類される教育においては、理論は目
的ではなく、絶対的なものでもない。教職大学院
の研究は、実践の科学としての教育の研究であっ
て、社会科学に分類されるものが多く、自然科学
との違いがある。谷岡（2007）によれば、自然科
学は条件を統制して再び実験することができる
が、社会科学では蓋然性（確実性）を高めるため
の観察しかできないといわれている。社会科学で
対象とする人、すなわち実践者としての教員と児
童生徒には、それぞれパーソナリティが介入する
ので、自然科学とは異なって再現性が保障されな
い。教育では、パーソナリティの異なる教員が他
人の理論を用いて実践をおこなったとしても、一
回性の原理がはたらき、同様の結果を得られると
は限らないのである。
実践において理論を使うためには、その理論を
自分の性格や環境に適した自分の理論に修正して
適用しなければならない。自分の理論とは、國分
（1980）によれば、「自分が手軽に使える手製の
地図」であり、「作業モデル」である。研究者に
求められるものが理論を検証する責務や新たな理
論の構築だとすれば、実践者には自分に合う理論
をつくる、もしくは理論を修正することが求めら
れる。したがって、教職大学院において実践研
究によってつくられる理論のできばえは、國分
（1980）が指摘するように、①便利さ、②守備範
囲の広さ、③実証性で評価されることになる。つ
まり、単純で使いやすく、特定の現象だけではな
く汎用性があり、主張する本人にしか使えない「極
意」ではなく客観性や公共性があることが期待さ
れる。ただし、研究の成果は、有効性の検証だけ

ではない。新たな仮説の生成であっても有用であ
り、生成された仮説を検証することによって教育
実践が改善されていくからである。
教育では、有益な理論であれば、改善のために
利用して実践に取り入れ、理論のない実践であれ
ば、そこから理論を構築することになる。理論を
よりあてはまりのよいものとするために検討が
重ねられるが、例外的事象があるからといって、
理論と実践が対立することにはならない。佐藤
（2015）によれば、理論と実践の関係は、実践の
理論化と理論の実践化がある。実践の理論化とは、
多くの人に利用されるという点では、基礎研究よ
りの方向性である。法則の発見を積み立てて理論
を作りあげ、自分のやってきたことの意味付けや
振り返りをおこない、仮説生成的に進める研究で
ある。これまでの経験を帰納的に集約するもので
あり、帰納法という点では、蓋然的に推論する。
これに対して、理論の実践化とは、応用研究とし
て仕事に実装し、現場に還元されることが目指さ
れ、仮説検証的に進める研究である。既に明らか
にされている理論から演繹的に進めるというより
も、新たに生成された仮説を実証し、より大きな
理論構成につなげることが目的となる。
教職大学院における実践研究は、研究者、対象
（現場・概念）、方法などの違いによって多様な
とらえ方のできる研究であるが、実践者による教
育現場の研究という意味合いが強く含まれる。ま
た、大学院段階として、調査や観察によるレポー
トではなく、事実を踏まえた介入もしくは自らの
実践によって研究されるものを示すと考えられ、
教え方や学び方の評価、教材の有効性、出来事・
現象の関係性、教員や児童生徒の成長などに焦点
化され、先生の教え方、生徒の学び方、授業や教
育活動が改善されることを期待した研究と考えら
れる。

○実践研究は、研究者、対象（現場・概念）、方
法などを示す。
○実践研究とは、「実践者による研究」、「実践が
おこなわれている現場の研究」、「実践する研
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究」、「実践の研究」などがある。
○実践研究は、現場への適応を目指す応用研究で
あり、抹消研究である。
○実践研究は、技を伝承する手続きである。

７ ．まとめと課題

専門性の高い教員を養成する教職大学院におい
ては、既存の修士課程とは異なる教師教育がおこ
なわれることが必要とされる。その方法論として
教職大学院でおこなわれる実践研究について検討
をおこなった結果、以下のことが明らかになった。

1）実践という言葉には研究と同様の手続きがあ
り、実践そのものが研究であると考えられた。

2）実践研究では、科学や技術の方法論が用いら
れ、技術開発も含む。

3）実践研究における実践は、研究者、対象（現
場・概念）、方法などを示す。

4）教職大学院の実践研究は、現場を対象とした
実践の研究であり、応用抹消的である。

5）実践研究において設定されるテーマは、実践
を焦点化し、学校における実習から学ぶ力を
高めることが示唆された。

教職大学院は、特定の問題の答えを授けるより
も、教員の問題解決能力の伸長を図り、未知の問
題の解決に実践力のある教員を養成して寄与する
ことが期待されている。研究に加えて即戦力の教
員の養成機関としての使命があり、教員の専門性
の高まりは、実践の研究能力で図ることが可能で
ある。教職大学院の実践研究は、現場に還元され
ると同時に、職能成長の手段として実践力を育成
することが明らかになった。学校の一員として求
められるのは、 1人で問題を解決するスキルでは
なく、協働する力である。信念を抱いた反省的実
践家として多様性の中で学ぶことができる教員の
養成が教職大学院の目標である。
なお、本稿は、教職大学院における実践的研究
を著者の経験に基づいて実践や研究の視点から考
察したものである。当然ながら考えを押しつける

ものではなく、本稿の批判的検討により、教職大
学院の実践や研究のあり方について議論が発展す
ることを期待したい。

注

注 1）科学と技術は、近代に至るまで、基本的に
は別個の活動として営まれてきたとされている
が、かつてのように科学と技術を単純に区別す
ることも困難になってきている。科学技術とは、
尾身（1996）によれば、「「科学技術」とは、「科
学に裏打ちされた技術」のことではなく「科学
及び技術」の総体を意味する」といわれている。
注 2）科学という用語は、狭義には自然科学を意
味するが、広義では学問全般で捉えられること
が多い。大学においては、主に理学部で科学、
工学部で技術が取り扱われている。尾身（1996）
によれば、「「科学」は、広義にはおよそあらゆ
る学問の領域を含むものであるが、狭義の「科
学」とは、とくに自然の事物、事象について観察、
実験等の手法によって原理、法則を見いだすい
わゆる自然科学及びそれに係る技術をいい、そ
の振興によって国民生活の向上、社会の発展等
が図られるものである。」とされている。
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